
電気通信サービスに関する相談事例の分析結果

平成23年3月11日
総務省総合通信基盤局

電気通信事業部
消費者行政課

資料１

全国消費生活情報ネットワーク・システム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）における
ＦＴＴＨ、移動体通信サービスの「解約」に関する相談事例の分析



「電気通信サービス」の相談件数の状況

【出所】 PIO‐NETデータをもとに総務省作成

 ⅠとⅡを比較した結果、ＰＩＯ－ＮＥＴにおける全業種相談件数に占める電気通信サービスに関
する相談件数比率に、変化は見られない。

Ⅱ 平成22年10月～12月（平成22年度第３四半期分）Ⅰ 平成22年4月～9月（平成22年度上半期分）

※PIO‐NET平成23年2月3日までの登録分

188,899件
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※電気通信サービス： ＰＩＯ－ＮＥＴの分類基準である商品別分類の「運輸・通信サービス」のうち、「放送・通信サービス一般」「電報・固定電話」
「移動通信サービス」「インターネット通信サービス」の４サービスの相談件数の合計。

平成22年度上半期 全相談件数
437,882件

※PIO‐NET平成23年2月3日までの登録分



ＦＴＴＨ、移動体通信サービスの相談件数の推移

【出所】 PIO‐NETデータをもとに総務省作成（PIO‐NET平成23年2月28日までの登録分）
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※ 2011.2月分等直近の相談件数については、今後登録され増加することが想定される。

※上段グラフは、商品キーワード「光ファイバー」及び「移動通信サービス」と登録された相談件数。下段グラフは、当該相談件数のうち、内容キーワード「解約」が付与された相談件数。



【参考】 契約数に占める相談件数の割合
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PIO‐NETにおける
相談件数

比率

FTTH契約数
（平成22年12月末推定）

1,975万件※
5,257件

（平成22年1月～12月受付の
「光ﾌｧｲﾊﾞｰ」に関する相談件数）

0.03％

純増数
（平成22年年間推定）

254万件※ 0.2％

※総務省消費者行政課による算出

※PIO‐NET平成23年2月3日までの登録分

 ＦＴＴＨ

PIO‐NETにおける
相談件数

比率

移動体通信契約数
（平成22年12月末）

12,070万件※
12,047件

（平成22年1月～12月受付の
「移動通信ｻｰﾋﾞｽ」に関する相談）

0.001％

純増数
（平成22年年間推定）

543万件※ 0.2％
※PIO‐NET平成23年2月3日までの登録分

※（社）電気通信事業者協会公表資料

 移動体通信サービス



分析方法の概要

ＰＩＯ‐ＮＥＴに登録されている通信サービス「ＦＴＴＨ」、「携帯電話」に関する相談で、内容
キーワード「解約」 により抽出されたデータ

（１） 直近の１年間
（平成22年1月～12月受付。平成23年2月3日までの登録分）

（２） 抽出データ数：光ファイバー ２，２９５件、携帯電話サービス ２，３５７件

抽出データをもとに
（１） 販売購入形態別、契約者年代別等の分析
（２） １件毎の「件名」、「相談概要」をもとに、相談者の主張を総務省が分析し、相談内

容を類型化
（３） 類型化された項目への該当数により、トラブル原因の所在を分析

◆トラブル原因の所在
① 事業者側の対応に問題がある、またはあると考えられるケース
② 利用者側の事情によるケース
③ 事業者の説明（対応）不足なのか、利用者の理解不足なのか判断できないケース

など

３ 分析方法

２ 抽出対象期間及びデータ数

１ 分析対象
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※ＦＴＴＨは「光ファイバー」、携帯電話は「携帯電話サービス」と登録されたもの
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H22.1～H22.12
「解約」に関する相談
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店舗購入
10.4%

訪問販売
24.9%

通信販売
10.4%

マルチ・マ

ルチまがい
0.1%

電話勧誘販売
44.3%

その他無店舗
1.4% 不明・無関係
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「解約」に関する相談

2,295件
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工事後
22.9%

不明、

その他
40.7%

ＦＴＴＨの分析結果（概要）

※データは平成23年2月3日までの登録分

【出所】 ②、④はPIO‐NETデータをもとに総務省にて分析

22.2%

20.9%
56.9%

事業者側の
対応に問題

利用者側の事情
説明不足か理解不足
か判断できない 等

H22.1～H22.12
「解約」に関する相談

2,295件

H22.1～H22.12
「解約」に関する相談

2,295件

① 販売購入形態別 ③ 契約者年代別

② 原因の所在 ④ 相談時点

「強引」 ※

221件
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「解約」に関する相談件数2,295件に占める件数

※内容キーワードによるPIO‐NET検索結果
（平成23年2月3日までの登録分）
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虚偽・不正な勧誘等

料金の認識相違による解約希望

解約に応じてくれない

勝手に契約されたようになっている（契約された）／オプションが

ついていた

解約の電話がつながらない

必要性がなかった

自己都合による解約希望（サービスに関係ないもの）

自己都合による解約（サービスに関係あるもの）

契約内容がよく分からない／勘違いで契約

ＰＣが使いこなせない

解約後の料金請求

提供サービスに関する認識相違等による解約希望

工事内容等の説明がない

違約金に納得できない

解約時の料金に納得できない（違約金以外）

解約できているか不安

事業者、代理店等の評判、対応が不信、不安

判断不十分者契約

サービス／端末の不具合による解約希望

未成年者による契約

その他の解約事例

問い合わせ、情報提供

ＦＴＴＨの解約事例の分析（総数２，２９５件）

（件）

凡例

１．事業者側の対応に問
題がある、又はあると考え
られるケース

２．利用者側の事情によ
るケース

３．事業者の説明（対応）
不足なのか、利用者の理
解不足なのか判断できな
いケース など

510
（22%）

480
（ 21%）

1305
（ 57%）
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【出所】 PIO‐NETデータをもとに総務省にて分析
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② 原因の所在

【出所】 ②はPIO‐NETデータをもとに総務省にて分析

※データは平成23年2月3日までの登録分
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解約の電話がつながらない

必要性がなかった
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契約内容・手続等の説明がない／不十分な説明を受けた等

窓口の対応が悪く、事業者に対する不信からの解約希望

違約金に納得できない

セット販売における認識相違／違約金の問題

解約手続きに関する認識相違

判断不十分者契約

端末、ＧＰＳ機能の不具合による解約希望

解約したら端末機能が使えなくなった

未成年者による契約

無権限利用による解約希望

解約・交換に応じてくれない

本人以外による解約手続きができないことの問題

解約手続きに関する問い合わせ

その他の解約事例

その他

携帯電話の解約事例の分析（総数２，３５７件）

（件）

凡例

１．事業者側の対応に問題があ
る、又はあると考えられるケース

２．利用者側の事情によるケー
ス

３．事業者の説明（対応）不足な
のか、利用者の理解不足なの
か判断できないケース など

210
（ 9%）

425
（18%）

1722
（ 73%）
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【出所】 PIO‐NETデータをもとに総務省にて分析


